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「お 金 の 寺 子 屋」



目次

１．リスクに対する保障手段

２．社会保険料

３．医療保険制度

４．介護保険制度

５．年金保険制度

６．企業保障 退職一時金と企業年金

７．私的保障 生命保険と損害保険



１．リスクに対する保障手段



予期せぬリスクには、保険で対応

保険とは、いつ発生するかわからないが発生すれば多大な費用のかかる出来事に備えること



リスクに対する保障手段



２．社会保険料



社会保障制度



社会保険制度



社会保険料 （会社員）



社会保険料 （公務員）



社会保険料 （自営業者など）



社会保険料 （後期高齢者７５歳以降）



６０歳以降の社会保険

（60歳以降も働いた場合、退職まで加入）

（60歳で退職①）

（60歳で退職②）

（65歳以降も働いた場合、原則70歳まで加入）

（任意継続は65歳まで）

医
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世帯単位で納付 個人単位で納付



３．医療保険制度



医療保険制度

＊一部の健保組合には特例退職被保険者制度があります



医療費の患者負担



高額療養費制度

＊自己負担額は世帯で合算できます。



４．介護保険制度



要支援、要介護の状態



介護サービス



介護保険制度のしくみ



介護保険制度の利用限度額



介護保険の負担軽減措置



高額医療・高額介護合算療養費制度



５．年金保険制度



年金制度の体系



公的年金制度



老齢年金① 年額額と支給要件



老齢年金② 老齢厚生年金額の計算



障害年金 年額額と支給要件

国民年金＝障害基礎年金+子の加算額、厚生年金＝報酬比例年金+配偶者加給年金額（３級は報酬比例年金のみ）
保険料納付要件の特例：初診日２０２６年４月１日まで、初診日がある月の２か月前までの直近１年間に未納期間がなければよい
初診日とは初めて医師等の診療を受けた日、障害認定日とは初診日から１年６か月を過ぎた日または症状が固定した日



遺族年金① 年金額と支給要件

保険料納付要件の特例：死亡日が２０２６年３月末日までの時は、死亡日が含まれる月の前々月まで直近１年間に保険料の
未納がなければよい



遺族年金② 子のある妻の年金



遺族年金③ 子のない妻の年金



年金財政の枠組み （平成１６年 年金制度改革）

○上限を固定したうえでの保険料の引き上げ

国民年金 １６,９００円 、厚生年金 １８．３％

○マクロ経済スライドの導入

負担の範囲内で給付水準を自動調整する仕組み

○積立金の活用

概ね１００年で財政均衡を図る

財政均衡期間終了時に、給付費１年分程度の積立金を保有する

○基礎年金国庫負担を２分の１に引き上げ



厚生年金の所得代替率とは



厚生年金の所得代替率予測

厚生労働省 平成２６年財政検証結果



厚生年金の支給額推計 （２０１６年財政検証）



財政検証の経済前提



６．企業保障 退職一時金と企業年金



私的年金制度 （企業年金と個人年金）

（ＤＢ） （ＤＣ）



確定拠出年金と確定給付年金

＊従業員拠出：マッチング拠出といわれる ＊制度提供者：事業主または企業年金基金（プランスポンサー）



退職金・企業年金とは



退職金・企業年金制度の変遷



在職中の死亡に対する遺族保障など

○弔慰金

・社員の死亡退職時に会社から支払われる見舞金

・弔慰金限度額までは非課税で受け取ることができる

業務上の死亡 最終報酬月額×３６か月

業務外の死亡 最終報酬月額× ６か月

○死亡退職金

・遺族保障のために支払われる一時金

・総合福祉団体定期保険（Ａグループ保険）が利用される

・相続税の対象

○遺族、障害年金

・在職中の死亡や障害により退職した場合に支払われる



７．私的保障 生命保険と損害保険



保険商品



生命保険 保険金額と保険料 （２０１６年）

生命保険文化センター 平成２８年 生活保障に関する調査



損害保険 保険料

2018年3月損害保険協会
黒字：補償型（掛け捨て）
青字：積立型



生命保険の保険料と税金



損害保険の保険料と税金



○予想外のリスクに備えるのはとても大事です。

○予期せぬリスクには、保険で対応します。

○リスクに対する保障手段は、公的保障、企業保障、個人保障の
順に考えるとよいでしょう。



株式会社コンシリウスは

Well-being の実現を支援する

教育・情報サービス企業です。

会社概要

＜社名＞
株式会社コンシリウス ＣＯＮＳＩＬＩＵＳ Ｃｏ., Ltd

＜本社所在地＞
〒951-8053 新潟市中央区川端町3丁目15番地1
ＴＥＬ 025-367-3490
email  welcome@consilius2017.com
website  www.consilius2017.com

＜代表者＞
秋山 光

＜資本金＞
200万円

＜事業の内容＞
金融経済及び資産運用に係る教育事業
セミナー等の企画運営に係る業務
企業年金、個人年金に係るコンサルティング
金融機関の年金業務、証券業務に係るコンサルティング
ファイナンシャルプランニング業務
出版物、映像物の企画制作及び販売
インターネットなどによる各種情報サービス

＊当社は保険や金融商品の販売・仲介は行っていません。
また金融商品取引法に定める投資助言・代理業を行っていません。
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補 足 資 料



公的年金等に係る雑所得の計算方法

公的年金等に係る雑所得の金額＝（a）×（b）－（c）



所得税率



高齢無職世帯（２人以上）の収支

総務省家計調査年報２０１７年



高齢無職世帯（単身）の収支

総務省家計調査年報２０１７年



老後の費用 （夫婦世帯）

総務省家計調査年報２０１７年



老後の費用 （単身世帯）

総務省家計調査年報２０１７年



老後生活費の不足額



老後生活費の不足額



老後生活費の不足額



退職金・企業年金制度の沿革



退職給付の金額の推移

65
データ：厚生労働省 就労条件総合調査



退職給付対象の正社員数

66
データ：総務省 平成２６年経済センサス基礎調査



老齢年金 在職老齢年金

Ａ 基本月額：加給年金額を除いた老齢厚生年金の月額（＝報酬比例部分）
Ｂ 総報酬月額相当額：（その月の標準報酬月額）+（その月以前１年間の標準報酬額/１２）



老齢年金 雇用保険給付との調整



障害年金 労災年金との調整



遺族年金 受け取ることができる遺族と年金の種類



遺族年金 国民年金の独自給付



遺族年金 受給権者が６５歳以上の場合 （他年金との調整）


